
1 © Copyright Kenji Watanabe 2017

個別BCPの限界と台頭する地域型BCMの重要性と課題
～官民連携による取組みを通じた地域経済・雇用のレジリエンス強化～

中小企業の災害対応の強化に関する研究会：ご参考資料

2017年12月8日

渡辺研司
名古屋工業大学・大学院社会工学専攻

資料９



 広域災害時に企業の事業継続を個別BCP（事業継続計画）の発動により独立して

実施することは、被災地域内で他の企業や自治体、住民が同時に必要とする、燃料、
道路交通、宿泊施設、レンタカー、建機・重機といった限られた経営資源が枯渇して
しまうことを考えるとその実効性は低い。

 東日本大震災以来、いくつかの地域で官民連携による地域型BCM（事業継続マネ

ジメント）の取組みが開始されているが、その際に政府が各自治体に提供している
RESAS（通常時の地域経済分析システム）などを災害対策用にも活用して災害時
の企業救援の意思決定に活用することの有効性が認識されつつある。

 仙台防災策組2015-2030の理念のひとつである”Build-Back-Better”の実現には官
民連携による地域経済・雇用のレジリエンスの強化が不可欠。

１．地域BCM構築の取組みの背景
これまでの震災事例を踏まえた取組みの背景

目標11：都市と人間
の居住地を包摂的、
安全、レジリエント
かつ持続可能にする
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企業間連携・官民連携の取組み事例 その２
明海工業団地・合同津波対策

地区内の立地企業でつくる明海地区防災連絡協議会は、耐震性が確認された建物の２階以上に避難する必要があると判断。
こうした基準を前提に今年７月、事業所に対し避難場所の有無を確認するアンケートを実施。その結果、29事業所が自社で収容し切れない従
業員がいると回答し、その数は２３００人近くにのぼることが分かった。
これらを踏まえ同協議会はこのほど、短期的に従業員の安全を確保する津波緊急避難計画をまとめた。

計画では地区内を５ブロックに分け、自社で収容し切れない従業員を、同じブロック内で比較的規模が大きく受け入れ可能な事業所などに避
難させる。スペースに余裕のある事業所が避難場所を融通し、近隣の事業所同士で助け合う「共助」の関係を構築する狙いがある。
計画に基づく初めての訓練を12月７日に実施する。午前11時に地震が起きたとの想定で、同20分には一斉避難を開始。49事業所から１１００
人以上が参加し、指定された場所に徒歩で避難する段取りを確認する。 （東日新聞 2012/11/29 より抜粋）
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企業間連携・官民連携の取組み事例 その３
国交省北陸整備局・日本海軸による太平洋軸港湾機能のバックアップ

 同じ災害で同時被災する可能性の低い日本海側と
太平洋側のバックアップ

 インターモーダルの実効性と通常使用が成功のカギ
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企業間連携・官民連携の取組み事例 その５
JICAによるArea-BCMパイロットプロジェクト（4カ国、2014-2017）
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４．熊本地震対応を踏まえた示唆 ①
産業・企業復旧支援を通じて認識された県商工部門・省庁地方局・業界/商工団体における課題など

【あるべき姿】
 地域内企業の被災状況の早期把握とサプライチェーンを通じた県内外への影響度分析
 地域内中核・ボトルネック企業群の抽出と早期復旧支援に関わる首長判断
 地域内雇用の確保、地域内経済の落ち込みの軽減を大義とする説明責任

【現地で確認された状況】
 目的の異なる静的（static）な産業・企業情報の存在
 被災・復旧状況など動的（dynamic）な情報のマスメディアを通じた断片的な入手
 商工部門であったとしても県職員は住民対応で手一杯
 被災企業や団体も目先の復旧で手一杯で自治体・行政へのSOSを上げきれていない
 ナショナル・ブランドの操業再開が必ずしも地方の雇用・取引の維持を意味しない

【今後の課題と方向性】
 産業・企業を指導・支援する国・県・市町村間の情報共有（通常時・災害時）
 RESAS（政府が各自治体に提供している地域経済分析システム）などのツールの活用
 産業・企業の安否確認とボトルネック企業抽出および支援決定を災害対応業務とする
 自治体間応援者のスキルとして上記分析能力を加える
 次なる被災地候補への実装





（１） 既存の産業・企業情報（Static:静的）とRESASで得られる取引関係情報
（Dynamic：動的）、更に自動車産業、半導体産業の製造工程に個別企業群をマッピン
グすることで、サプライチェーン上のボトルネックを抽出。

（２）上記で抽出されたボトルネック企業群の被災状況や安否確認調査を集中的に実施。
その際の主なターゲットは：
・下位サプライヤーで他社代替性が低い企業
・マーケットシェアが高く同業の複数企業と取引がある
・複数の主要産業と取引がある企業
・特殊素材生産・特殊加工などの集中リスクを有する企業
である。

（３）事業継続支援対象となった企業に対し、当該企業の地域に提供される付加価値、
雇用への貢献、県内外への影響度、県の競争優位性への貢献などの観点から、知事
他の判断の説明責任が果たせるようデータやロジックを整理。

（４）支援決定後は、当該企業にかかわるライフラインの優先復旧指示、復旧にかかわ
る協力会社も含めた緊急車両指定証の配布、ガソリンの緊急手配などを実施する。

４．熊本地震対応を踏まえた示唆 ③
既存の静的（static）データとRESASおよび現地収集の動的（dynamic）データの統合
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【中小企業等グループの類型】
（1）サプライチェーン型

当該中小企業等のグループ外の企業や他の地域の産業にとって、重要な役割を果たし
ていること

（2）経済・雇用効果型
事業規模・雇用規模が大きく、本県の経済・雇用に貢献していること

（3）地域の基幹産業集積型

県内の一定の地域内において経済的・社会的に基幹となる産業群を担う集団であり、当
該地域の復興・雇用・コミュニティの維持に貢献していること

（4）観光サービス集積型

温泉や旅館など観光またはこれに付随する産業分野であって、観光地や地域経済に重
要な役割を果たしていること

（5）商店街型

地域に不可欠な商業機能をはじめ、地域の人々の交流を促進する社会的機能を担って
いること

４．熊本地震対応を踏まえた示唆 ④
グループ設備補助金：ターゲット抽出のベース⇒ボトムアップ型からトップダウン型への移行



 帝国データバンクや東京商工リサーチの企業信用情報を取り込んだRESASを用いれ

ば、通常時の地域内企業活動や中核企業やハブ企業の抽出・可視化が相応レベル
で可能となり、より実効性の高い産業振興や企業立地の政策が実行できるはず。

 その枠組みを、災害時には集中的に中核・ハブ企業の安否確認と復旧支援の判断を
効率的に進めることで、結果的に地域の雇用の維持や経済の必要以上の打ち込みを
回避することが可能になる。

 そのためにもRESASのより多くの自治体への実装と普段使いと災害時の活用を同時
に教育・トレーニングをしながら使えるツールとして定着させることが肝要。

５. 今後の方向性と課題
官民連携で地域の産業・雇用・経済を維持・向上させることがレジリエンス強化につながる



【参考資料】

世界防災フォーラム・防災ダボス会議＠仙台2017
[平成29年11月25日～28日]








